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第 3 章では、市民農園事業を展開している代表的な民間企業 3 社を対象に、それぞれの
事業内容について比較検討した。その結果から、主に農園利用方式を採用しているマイフ
ァームは、利用料金は相対的に高いものの、専門の研修を受けた管理人がほぼ常駐してい
るため、利用者が栽培のアドバイスを受けやすい環境が整備されている。また、管理人が
栽培を放棄した荒地の管理、農園周辺の違法駐車及びごみの放置等のマナー違反の管理も
行うため、農地所有者にとっても利点が多い。以上より、マイファームの取り組みが市民
農園利用者と農地所有者双方にとって利点の多いことが明らかになった。 
さらに、マイファームの先進的な取り組みとして、体験農園を指導できる管理人の育成
を目的としたアグリイノベーション大学校の設立が挙げられる。民間企業による市民農園
において、市民農園利用者、農地所有者等の関係主体とのコミュニケーション力が求めら
れる管理人の存在が重要となることから、その育成に力を入れる上記の取り組みは、今後
の民間企業による市民農園事業のロールモデルの一つといえる。 
第 4 章では、地方都市において地域住民と農地所有者が一体となった農地保全のあり方
として市民農園に着目し、宮城県石巻市の M 社を事例として民間企業による市民農園の成
立条件について分析した。分析結果から、M 社の市民農園モデルは現状において経営収支
は黒字であること、M 社直売所への販売意欲がある市民農園利用者が、直売所の出荷量が
少ない時期にきゅうり等の野菜を出荷することで、区画数の増加等による今後の更なる展
開が可能となるといえる。この点は、地方都市における耕作放棄地の解消にも貢献するこ
とが期待される。今後の地方都市における市民農園の普及に向けて、地方公共団体や農業
協同組合による市民農園と比べて、利用者への栽培指導や生産資材の供給等のサービスが
充実している民間企業による市民農園が果たす役割は大きい。したがって地方都市におけ
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る市民農園の普及において、農地所有者と市民農園利用者をつなぐ M 社のような民間企業
の存在が重要になるといえる。また、M 社のような農業資材等の販売を行う民間企業は、
市民農園事業を展開することで市民農園利用者に対する農業資材等の販売拡大につながる
点が期待できる。さらに農産物直売所のような市民農園で栽培された農産物の販売先を持
つことは、将来的な事業展開として有利といえる。 
今後の市民農園展開の課題としては、民間企業による市民農園事業においてより現実的
で実態に即した効率的な運営方式へ改善する必要がある。また、市民農園利用者の直売所
出荷を考慮した場合、民間企業による市民農園の開設方式として特定農地貸付方式と農園
利用方式のどちらが適切かをさらに検討する必要がある。 
また、市民農園に対する需要の高まりから、民間企業等を中心とした利用者を意識した
サービスの提供により、市民農園の開設数は今後も増えることが予想される。今後は、市
民農園の新たな利用者として、福利厚生を目的とした法人を対象とした市民農園のあり方
についても検討することも必要と考えられる。 
さらに、第 3 章で明らかにしたように民間企業による市民農園事業の展開においては、
農地所有者及び市民農園利用者とのコミュニケーション力をもつ管理人の存在が重要とな
る。今後は、各企業においてこのような管理人を育成する仕組みを構築することも必要と
いえる。 
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